チャランケ通信　第161号　2017年1月30日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

　先週は、所要で上京し、日曜日の19時半発の羽田発千歳行きに乗って帰ることにしていた。ところが、千歳空港が雪の為出発が10時近くまで遅れ、ようやく出発したものの千歳空港の除雪が続いており、苫小牧沖の上空で旋回して待つこと1時間余り、結果として12時過ぎにようやく着陸した。それから日本航空のチャーターしたバスに乗り、札幌駅に到着して自宅までのタクシー待ち、何と家に辿り着いたのが午前2時近くなっていた。本来雪に強い北国の空港であるべきなのだが、何だか今年は欠航したり、スリップ事故などが相次いでいる。何とか雪対策に力を入れて欲しいものだ。

　という事で、本通信も1週間のお休みとさせていただいた。この間のトランプ大統領関連のニュースが気になるところだが、最近少し気になっている問題について、触れていく事にしたい。
「人口減少」は「静かなる有事」として、日本の経済・社会を直撃
　日本の人口問題が深刻である。かつて、内閣官房参与として社会保障・税一体改革を担当していた当時、フジテレビの日枝会長(当時)にお会いする機会があった。日枝会長は、この人口減少問題について、「静かなる有事」という言葉を使われ、深刻な問題であることを強調されていたことを思いだす。その人口問題が、徐々に日本の経済・社会を蝕み始めている。仮に今年から人口数を維持できる出生率2，07が回復できたとしても、かなりの期間にわたって人口の減少は避けられず、それに対応した経済・社会のあり方が問われてくる。ただし、今の時点での日本の出生率は1,4前後でしかなく、人口減少のテンポは坂道を転げ落ちるように進んでいく。つまるところ日本人としての将来展望において、あまり明るい社会を想定できる人は少ないだろう。
将来の出生人口50万人時代、医療・介護関連雇用だけで30数万人必要と予測されるが、若者だけでは賄えない時代へ
　そうした一般的な状況については、頭の片隅には認識できているのだが、具体的なデータを突きつけられ、その深刻さが身に染みるレポートを読んだ。日本慢性期医療協会の武久洋三会長が、昨年末に開催されたある会合で指摘されていたことである。要約すると、今、最新の日本人の出生者数は100万人、20歳になったのは121万人、1年間で出生者が約1万人ずつ減っている。さらに、10年後の2025年に生まれる日本人は78万人と予測されている。つまり今後の10年間は、1年に2万2千人ずつ減っていき、その後は約50万人にまで落ち込むと見込まれている。かつて、戦後のベビーブームの時には1年間に約270万人生まれていたのが、何と4分の1以下になるわけだ。
　一方、看護師や介護福祉士、更に介護職員などを足すと昨年度1年間では26万人で、これに薬剤師とか作業療法士・理学療法士など、コメディカルなどが医療・福祉関係で8万人、うち女性は6万人で、いろいろと合計すると30数万人が必要になってくる。とすると、20年後の2035年には30数万人が医療・福祉に入っていくという事自体が絶対的に無理となる。どうするべきなのか、機械化・ロボット化と言われているが、医療福祉分野の機械化は難しい。とすれば、外国から来るか、55歳～75歳までで3,500万人いる元気なお年寄りが毎年1％介護の世界に参入しているのなら何とかなるのだが、結局は外国人の方にお世話になる事が必須になる。
結局、外国人労働者に頼らざるを得なくなる現実を直視すべき
　ざっと私が勝手に要約すれば、このように指摘されている。おりしも、昨年技能実習生の受け入れの法改正が行われ、介護職についても外国人の受け入れが実現されることになった。問題は、日本語という言葉の壁や、日本の看護師や介護士の国家資格試験という課題をクリアーできるかどうか、という事にもかかってくる。
さらに厳しい問題は、日本だけがこうした人材を求めているわけではなく、中国ではすでに約1億3000万人もの65歳以上の高齢者が存在し、これからも増え続けて行くという現実がある。もちろん、人材を求めているのは中国だけでない事は言うまでもない。
　それでも、こうした問題をクリアーして、日本に海外からの医療・介護関係の人材に来ていただく必要があり、そのための様々な準備を今直ちに進めていく必要があることを認識すべきだろう。医療・介護関連の人材不足だけでもこのような問題に直面するわけで、他の分野の労働力不足問題も出てくることを考える時、長期的には出生率の回復をあらゆる英知を集めて全力で進めて行くことは言うまでもない。とはいえ、当面は海外からの労働力の活用にも力を入れて行かなければなるまい。本来的には技能実習制度ではなく、本格的な移民制度についても検討すべき時に来ているように思えてならない。
外国人労働者にとって、日本は魅力ある職場を提供できるか
最新の統計によれば、昨年10月時点で日本に滞在している外国人労働者の数は、108万人と初めて100万人の大台を超えたと報道されている。しかも、年々その増加人員が絶対数でも伸び率においても高まってきており、事実の問題として外国人労働力の受け入れは、もはや止める事の出来ない現実になってきている。
問題は、どのような受け入れ態勢になっているのか、本格的に移民受け入れの準備には程遠いだけに、これからの課題は大きいと言えよう。とりわけ、心配なのは、日本で働くことが魅力的なものになっているのかどうか、という事にある。かつてのような円高ではなく、円安が進んでいるだけに、受け取る賃金水準を始めとする労働条件の優位性が失われつつあるのではないか、と心配される。既にOECDに於ける一人当たりGDPの水準は、2015年のドル換算の購買力平価ベースでみると18位、すぐ次の19位には韓国が殆ど同水準(約35,000ドル)で並んでいるのだ。ただでさえ低賃金・長時間労働や劣悪な労働環境の下での就労が指摘されているだけに、外国人労働力問題受け入れの問題は、腰を据えて真剣に取り組んで行くべき大問題になりつつある。
今年は、この問題にもしっかりとウオッチしていきたい。
　2020年基礎的財政収支は8兆円以上の赤字へ、内閣府の試算
　さて、国会が開会され本会議に引き続き、予算委員会が始まってきた。予算と言えば、誰もが実現できないと思い始めている財政目標がある。2020年に基礎的財政収支を黒字にするというものである。基礎的財政収支の黒字とは、過去の借金の元利払い費を除く政策経費を、その年度の税収などで賄えるようにするもので、借金の膨張に一定の歯止めがかかるとされている。この目標は、民主党政権の時代に設定され、安倍政権でも引き続きこの目標を維持しているのだが、最新の内閣府の試算では比較的高い成長(19年度以降、GDP成長率実質2%以上、名目3%以上)を前提にしたケースでも、2020年度に約8兆円の赤字が残ってしまうという。無理なのである。
安倍総理は、成長さえ回復すれば税収が増え財政再建が軌道に乗る、というかつての「上げ潮派」の考え方に依拠してきたのだが、最近では消費税の引き上げの再再延期に見られるように、財政赤字の解消に向けた危機感に実に乏しくなっている。その背景には、日銀の進めてきた異次元の金融緩和やマイナスの金利政策で、国債発行残高がGDPの2倍、1,000兆円を超す膨大な額に達しているにも拘わらず、金利負担が低く抑えられているからでもある。日銀による財政のマネタイゼーションが実施されているからに他ならない。
今や「リフレ派」は、マイナス金利付き異次元金融緩和から「ヘリコプターマネー」論議へと政策を変え始めている
こうした金融政策が持続可能とは言えず、多くのエコノミストや経済の専門家からは厳しい批判が出されている一方で、金融緩和政策だけでインフレターゲットが実現できなければ、財政支出を拡大していくべきだ、という見解も披瀝され始めて来た。いわゆる「ヘリコプターマネー」である。
もともと「ヘリコプターマネー」とは、新自由主義経済学の大御所であるミルトン・フリードマン氏が提起し、前FRB議長のベン・バーナンキ氏も「ヘリコプター・ベン」と言われるように、デフレからの脱却に向けた政策として提起してきた。具体的には、政府が支出する財政支出(減税でも良い)を日銀が返済不要のマネーで持って賄う、というもので、日本では財政法上の問題を惹起する。つまり、結果として政府の財政赤字を日銀が直接引き受けるものとなるわけで、戦前の軍事経済の下で進められたことの反省の上で禁止されてきた。
ただ既に、日本の赤字額が巨額に上っており、事実上返済できないのだからヘリコプターマネー政策を採用しているのだという専門家もいるが、建前上は借りたお金は返さなければならないわけで、今の赤字は将来の国民の負担で返還していく事が前提になっている。この問題は、今の日銀の金融政策の出口論議に関わっているのだが、黒田日銀総裁は黙して語ろうとしないのだ。
アデア・ターナー元FSA長官、「インフレターゲット付ヘリコプターマネー」政策の提言
このヘリコプターマネーについて、前イギリス金融サービス機構(FSA)長官アデア、ターナー氏が日本経済新聞や週刊『エコノミスト』等で「ヘリコプターマネー」を日銀が採用するよう提唱している。具体的には「日銀が保有する国債の一部を、無利子の永久債に置き換えたらいい。ヘリマネと呼ばれる策だが、政府の利払いと元本が減り、その分財政は自由度を回復する」(日本経済新聞1月19日朝刊インタビューより)と発言し、さらにその際野放図なヘリマネではなくインフレ目標2%を達成したら打ち止めにすべきだとし、出来るだけ早く導入すべきことを提唱されている。
シムス米プリンストン大教授、金融緩和プラス財政拡大政策でデフレからの脱却を提言、「物価水準の財政理論」(FTPL)は何をもたらす?
さらに、ノーベル経済学賞を受賞したアメリカプリンストン大学のクリストファー・シムズ教授が提唱している「物価水準の財政理論」(FTPL)と呼ばれるもので、金融政策だけでなく財政政策と一体になって物価の引き上げができるとされる。昨年8月のジャクソン・ホールでの会議で提起され、あの浜田宏一氏が考え方を変えるきっかけになった理論だとされている。
このFTPL理論については、未だ詳しく検討することが出来ていないのだが、いずれにせよこれまでの金融緩和政策が上手く行かなくなったことを示しており、金融と財政の両方からの異次元の政策に向けて動き始めたようだ。この問題についての論議も、これからいろいろと論議されるに違いない。果たして実体経済の成長エンジンが弱まり始めた日本をはじめとする先進国経済にとって、こうした政策を全開させることがどんな結果をもたらすのか、バブルを大きくさせることになるだけなのか、よくよく考えて行く必要がありそうだ。
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